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(57)【要約】
【課題】夏場の乾燥時に光線透過量が抑制されており、栽培物の葉焼けを抑制することが
でき、且つ、冬場の結露時に光線透過量が多く、太陽光が弱い冬場であっても太陽光線が
十分に透過する農業用フィルムを提供する。
【解決手段】少なくともＡ層を有する農業用フィルムであって、
　前記Ａ層は、ＪＩＳ　Ｂ０６０１：２０１３に準拠して測定した表面の算術平均粗さＲ
ａが０．１～３．０μｍであり、且つ、界面活性剤を含有する、
ことを特徴とする農業用フィルム。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくともＡ層を有する農業用フィルムであって、
　前記Ａ層は、ＪＩＳ　Ｂ０６０１：２０１３に準拠して測定した表面の算術平均粗さＲ
ａが０．１～３．０μｍであり、且つ、界面活性剤を含有する、
ことを特徴とする農業用フィルム。
【請求項２】
　前記Ａ層は、メルトフローレートが異なる２種以上のポリオレフィン系樹脂を含有する
、請求項１に記載の農業用フィルム。
【請求項３】
　前記ポリオレフィン系樹脂は、エチレン－酢酸ビニル共重合体、低密度ポリエチレン及
び直鎖状低密度ポリエチレンからなる群より選択される少なくとも１種である、請求項２
に記載の農業用フィルム。
【請求項４】
　前記界面活性剤は、グリセリン脂肪酸エステル、ポリグリセリン脂肪酸エステル及びソ
ルビタン脂肪酸エステルからなる群より選択される少なくとも１種である、請求項１～３
のいずれかに記載の農業用フィルム。
【請求項５】
　乾燥時のヘイズ値（Ｈｚｄ）と結露時のヘイズ値（Ｈｚｗ）との差（Ｈｚｄ－Ｈｚｗ）
が１０％以上である、請求項１～４のいずれかに記載の農業用フィルム。
【請求項６】
　前記乾燥時のヘイズ値（Ｈｚｄ）が２０～５０％である、請求項５に記載の農業用フィ
ルム。
【請求項７】
　前記結露時のヘイズ値（Ｈｚｗ）が２０％未満である、請求項５又は６に記載の農業用
フィルム。
【請求項８】
　前記Ａ層は、無機粒子を含有しない、請求項１～７のいずれかに記載の農業用フィルム
。
【請求項９】
　少なくとも前記Ａ層、Ｂ層及びＣ層をこの順に有し、
　前記Ｂ層は、ポリオレフィン系樹脂を含む単層又は複数の層からなり、少なくとも１層
に無機保温剤を含有し、
　前記Ｃ層は、ポリオレフィン系樹脂を含む、
請求項１～８のいずれかに記載の農業用フィルム。
【請求項１０】
　請求項１～９のいずれかに記載の農業用フィルムを有する農業用ハウス、農業用カーテ
ン又は農業用トンネル。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、農業用フィルムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、農業の分野では、農業用作物を栽培する場合、市場性及び生産性を高めるために
、塩化ビニルフィルムや、ポリエチレン、エチレン－酢酸ビニル共重合体及びポリオレフ
ィン系樹脂を主体とした特殊フィルム等の農業用フィルムにより被覆して有用作物を栽培
する、ハウス栽培やトンネル栽培が盛んに行われている。
【０００３】
　上述のハウス栽培等においては、特に夏場の高温障害として葉焼け現象が知られている
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。葉焼け現象とは、ハウス内に直達光線が多く入ることで栽培物の葉に強い光が当たり葉
が焼けることを意味する。この葉焼け防止対策として、ハウスを酸化チタンなどで着色し
て直達光線量を低減する方法があるが、その場合には全光線透過率も低下してしまう。全
光線透過率が低下するとハウス内への太陽光線の透過が少なくなり、作物自体の栽培に悪
影響を及ぼすという問題がある。
【０００４】
　また、冬場は太陽光が弱くなるため、ハウス内に太陽光線を透過させる必要がある。冬
場にハウス内に太陽光線の透過量が少ないと、ハウス内の温度が低下し、作物の栽培に悪
影響を及ぼすという問題がある。
【０００５】
　このような問題を解消するための農業用フィルムとして、最外層及び最内層の少なくと
も一層が、特定のエチレン・酢酸ビニル共重合体（Ａ）及び特定の低密度ポリエチレン（
Ｂ）の混合物からなる混合物層と、他のオレフィン系樹脂とからなる多層構造をなす農業
用フィルムが提案されている（特許文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特許第３２１９３１９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、上述の農業用フィルムは、夏場と冬場との上記問題を同時に解決するこ
とについては十分に検討されていない。上述の農業用フィルムでは、冬場にハウス内を保
温すると、ハウス内の空気中の水分により結露を生じ、太陽光が乱反射してハウス内に太
陽光が透過し難いという問題がある。
【０００８】
　また、夏場においても直達光線を低減するための表面形状が十分に検討されておらず、
上述の農業用フィルムでは、夏場の直達日光により葉焼けが生じてしまうという問題があ
る。
【０００９】
　従って、夏場の乾燥時に光線透過量が抑制され、且つ、冬場の結露時に光線透過量が多
い農業用フィルムの開発が求められている。
【００１０】
　本発明は、上記の問題に鑑みてなされたものであり、夏場の乾燥時に光線透過量が抑制
されており、栽培物の葉焼けを抑制することができ、且つ、冬場の結露時に光線透過量が
多く、太陽光が弱い冬場であっても太陽光線が十分に透過する農業用フィルムを提供する
ことを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明者等は、上記目的を達成すべく鋭意研究を重ねた結果、少なくともＡ層を有する
農業用フィルムにおいて、Ａ層がＪＩＳ　Ｂ０６０１：２０１３に準拠して測定した表面
の算術平均粗さＲａが０．１～３．０μｍであり、且つ、界面活性剤を含有する農業用フ
ィルムによれば、上記目的を達成できることを見出し、本発明を完成するに至った。
【００１２】
　即ち、本発明は、下記の農業用フィルムに関する。
１．少なくともＡ層を有する農業用フィルムであって、
　前記Ａ層は、ＪＩＳ　Ｂ０６０１：２０１３に準拠して測定した表面の算術平均粗さＲ
ａが０．１～３．０μｍであり、且つ、界面活性剤を含有する、
ことを特徴とする農業用フィルム。
２．前記Ａ層は、メルトフローレートが異なる２種以上のポリオレフィン系樹脂を含有す
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る、項１に記載の農業用フィルム。
３．前記ポリオレフィン系樹脂は、エチレン－酢酸ビニル共重合体、低密度ポリエチレン
及び直鎖状低密度ポリエチレンからなる群より選択される少なくとも１種である、項２に
記載の農業用フィルム。
４．前記界面活性剤は、グリセリン脂肪酸エステル、ポリグリセリン脂肪酸エステル及び
ソルビタン脂肪酸エステルからなる群より選択される少なくとも１種である、項１～３の
いずれかに記載の農業用フィルム。
５．乾燥時のヘイズ値（Ｈｚｄ）と結露時のヘイズ値（Ｈｚｗ）との差（Ｈｚｄ－Ｈｚｗ
）が１０％以上である、項１～４のいずれかに記載の農業用フィルム。
６．前記乾燥時のヘイズ値（Ｈｚｄ）が２０～５０％である、項５に記載の農業用フィル
ム。
７．前記結露時のヘイズ値（Ｈｚｗ）が２０％未満である、項５又は６に記載の農業用フ
ィルム。
８．前記Ａ層は、無機粒子を含有しない、項１～７のいずれかに記載の農業用フィルム。
９.少なくとも前記Ａ層、Ｂ層及びＣ層をこの順に有し、
　前記Ｂ層は、ポリオレフィン系樹脂を含む単層又は複数の層からなり、少なくとも１層
に無機保温剤を含有し、
　前記Ｃ層は、ポリオレフィン系樹脂を含む、
項１～８のいずれかに記載の農業用フィルム。
１０．項１～９のいずれかに記載の農業用フィルムを有する農業用ハウス、農業用カーテ
ン又は農業用トンネル。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明の農業用フィルムは、夏場の乾燥時に光線透過量が抑制されており、栽培物の葉
焼けを抑制することができ、且つ、冬場の結露時に光線透過量が多く、太陽光が弱い冬場
であっても太陽光線が十分に透過するので、農業用作物の栽培に好適に用いることができ
る。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】本発明の農業用フィルムの層構成の一例を示す断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下、本発明の農業用フィルムについて詳細に説明する。
【００１６】
　本発明の農業用フィルムは、少なくともＡ層を有する農業用フィルムであって、前記Ａ
層は、ＪＩＳ　Ｂ０６０１：２０１３に準拠して測定した表面の算術平均粗さＲａが０．
１～３．０μｍであり、且つ、界面活性剤を含有することを特徴とする。
【００１７】
　上記農業用フィルムは、Ａ層の表面が、ＪＩＳ　Ｂ０６０１：２０１３に準拠して測定
した表面の算術平均粗さＲａが０．１～３．０μｍであるので、ヘイズ値が高く、夏場に
直達光線のハウス等の内部への透過が抑制されるので、葉焼けが抑制される。また、上記
農業用フィルムは、Ａ層の表面の算術平均粗さＲａが上述の範囲であることと、Ａ層が界
面活性剤を含有することとがあいまって、当該算術平均粗さＲａを示す面がハウス等の内
側になるように展張することで、冬場の結露時に農業用フィルムの表面の凹凸に水が充填
されて平滑となり、ヘイズ値が低くなる。このため、上記農業用フィルムは冬場の結露時
に光線透過量が多くなり、太陽光が弱い冬場であっても太陽光線が十分に透過する。以上
より、本発明の農業用フィルムは、夏場の乾燥時に光線透過量が抑制され、且つ、冬場の
結露時に光線透過量が多くなり、これらの特性を両立することができる。
【００１８】
　以下、本発明の農業用フィルムについて説明する。
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【００１９】
　本発明の農業用フィルムの層構成は、少なくともＡ層を有していれば特に限定されない
。本発明の農業用フィルムがＡ層単層で構成される場合は、少なくとも片面が上記算術平
均粗さＲａを示していればよく、両面が上記算術平均粗さＲａを示していてもよい。また
、好適な層構成としては、例えば、少なくともＡ層、Ｂ層及びＣ層をこの順に有する層構
成が挙げられる。以下、この好適な層構成を例に挙げて各層について説明する。なお、本
発明の農業用フィルムにおいて、Ａ層の少なくとも片面が上記算術平均粗さＲａを示して
いればよく、当該算術平均粗さＲａを示す面がＡ層の表面であり、ハウス等への展張時に
ハウス等の内面となる面である。また、本発明の農業用フィルムが、少なくともＡ層、Ｂ
層及びＣ層をこの順に有する場合には、Ａ層の面のうち、Ｂ層が積層される面とは反対側
の面がＡ層の表面であり、上記算術平均粗さＲａを示す面である。
【００２０】
（Ａ層）
　Ａ層は、ＪＩＳ　Ｂ０６０１：２０１３に準拠して測定した表面の算術平均粗さＲａが
０．１～３．０μｍであり、且つ、界面活性剤を含有する層である。Ａ層は、本発明の農
業用フィルムを、例えばハウス栽培のハウスに用いる場合には、ハウスの内側に位置する
層である。
【００２１】
　Ａ層は、ＪＩＳ　Ｂ０６０１：２０１３に準拠して測定した表面の算術平均粗さＲａが
０．１～３．０μｍである。Ｒａが０．１μｍ未満であると、夏場の直達光線を低減する
ことができず、３．０μｍを超えると、冬場の結露時にヘイズ値が十分に低下せず光線透
過量が少なくなり、太陽光が弱い冬場に太陽光線を十分に透過できない。上記Ｒａは０．
３～２．０μｍが好ましく、０．５～１．０μｍがより好ましい。
【００２２】
　Ａ層は、界面活性剤を含有する。界面活性剤としては特に限定されず、例えば、ノニオ
ン系界面活性剤、カチオン系計面活性剤、アニオン系界面活性剤を用いることができる。
これらの中でも、結露水をＡ層の表面に分散させてヘイズ値をより一層低下させることが
できる点で、ノニオン系界面活性剤が好ましい。
【００２３】
　上記ノニオン系界面活性剤としては、モノグリセライド、アセチル化モノグリセライド
、有機酸モノグリセライド、中鎖脂肪酸トリグリセライド等のグリセリン脂肪酸エステル
；ジグリセリン脂肪酸エステル等のポリグリセリン脂肪酸エステル；ソルビタン脂肪酸エ
ステル；プロピレングリコール脂肪酸エステル等が挙げられる。これらの中でも、グリセ
リン脂肪酸エステル、ポリグリセリン脂肪酸エステル、ソルビタン脂肪酸エステルを好適
に用いることができる。
【００２４】
　上記ノニオン系界面活性剤としては、具体的には、グリセリンオレート、ジグリセリン
オレート、ジグリセリンステアレート、ソルビタンパルミテートエチレンオキサイド３モ
ル付加物をより好適に用いることができる。
【００２５】
　上記界面活性剤は、１種単独で用いてもよいし、２種以上を混合して用いてもよい。
【００２６】
　Ａ層は、ポリオレフィン系樹脂を含有していてもよい。ポリオレフィン系樹脂としては
特に限定されず、エチレンまたはα－オレフィンの単独重合体、エチレンとα－オレフィ
ンとの共重合体、エチレンまたはα－オレフィンを主成分とする異種単量体との共重合体
、エチレンまたはα－オレフィンと共役ジエンまたは非共役ジエン等の多不飽和化合物、
アクリル酸、メタクリル酸、酢酸ビニル等との共重合体等を用いることができ、例えば、
高密度、低密度又は直鎖状低密度ポリエチレン、ポリプロピレン、エチレン－プロピレン
共重合体、エチレン－ブテン共重合体、エチレン－４－メチル－１－ペンテン共重合体、
エチレン－酢酸ビニル共重合体（ＥＶＡ）、エチレン－アクリル酸共重合体等が挙げられ
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る。これらのうち、低密度ポリエチレン、直鎖状低密度ポリエチレン、エチレン－酢酸ビ
ニル共重合体が好ましく、直鎖状低密度ポリエチレン、エチレン－酢酸ビニル共重合体が
より好ましい。ポリオレフィン系樹脂として上記樹脂を用いることで、農業用フィルムが
より一層優れた透明性、耐候性を示すことができ、農業用フィルムを低価格とすることが
できる。
【００２７】
　また、本発明において、ポリオレフィン系樹脂の少なくとも一成分としてメタロセン触
媒で共重合して得られるエチレン－α－オレフィン共重合樹脂を使用することができる。
これは、通常、メタロセンポリエチレンといわれているものであり、エチレンとブテン－
１、ヘキセン－１、４－メチルペンテン－１、オクテンなどのα－オレフィンとの共重合
体である。
【００２８】
　ポリオレフィン系樹脂としてエチレン－α－オレフィン共重合体を用いる場合、当該エ
チレン－α－オレフィン共重合体のＪＩＳ－Ｋ７２１０により測定されるメルトフローレ
ート（ＭＦＲ）は、０．０１～５０ｇ／１０分が好ましく、０．１～４０ｇ／１０分がよ
り好ましく、０．２～３０ｇ／１０分が更に好ましく、０．３～２０ｇ／１０分が特に好
ましい。該ＭＦＲを上述の範囲に設定することにより、Ａ層の表面の算術平均粗さＲａを
調整し易くなり、また、成形時（製膜時）のフィルムの蛇行及び成形機への負荷を減らす
ことができるため成形性を高めることができる。
【００２９】
　上記エチレン－α－オレフィン共重合体のＪＩＳ　Ｋ７１１２により測定される密度は
、０．８８０～０．９３０ｇ／ｃｍ３が好ましく、０．８９０～０．９２０ｇ／ｃｍ３が
より好ましい。該密度を好ましい範囲に設定することにより、農業用フィルムの透明性が
確保し易いとともに、表面のべたつきを減らしてブロッキングを抑制し易くなる。
【００３０】
　上記エチレン－α－オレフィン共重合体のゲルパーミュレーションクロマトグラフィー
（ＧＰＣ）によって求められる分子量分布（重量平均分子量／数平均分子量）は０．５～
３．５が好ましく、１．０～３．０がより好ましい。該分子量分布を好ましい範囲に設定
することにより、成形時（製膜時）のフィルムの蛇行を減らして成形性を高めることがで
きるとともに、農業用フィルムの機械的強度を確保し易くなる。
【００３１】
　ポリオレフィン系樹脂として直鎖状低密度ポリエチレンを用いる場合、当該直鎖状低密
度ポリエチレンのＪＩＳ－Ｋ７２１０により測定されるメルトフローレート（ＭＦＲ）は
、０．０１～５０ｇ／１０分が好ましく、０．１～４０ｇ／１０分がより好ましく、０．
２～３０ｇ／１０分が更に好ましく、０．３～２０ｇ／１０分が特に好ましく、１．０～
２．５ｇ／１０分が最も好ましい。該ＭＦＲを上述の範囲に設定することにより、Ａ層の
表面の算術平均粗さＲａを調整し易くなり、また、成形時（製膜時）のフィルムの蛇行及
び成形機への負荷を減らすことができるため成形性を高めることができる。
【００３２】
　上記直鎖状低密度ポリエチレンのＪＩＳ　Ｋ７１１２により測定される密度は、０．８
８０～０．９３０ｇ／ｃｍ３が好ましく、０．８９０～０．９２５ｇ／ｃｍ３がより好ま
しい。該密度を好ましい範囲に設定することにより、農業用フィルムの透明性が確保し易
いとともに、表面のべたつきを減らしてブロッキングを抑制し易くなる。
【００３３】
　ポリオレフィン系樹脂としてエチレン－酢酸ビニル共重合体を用いる場合、当該酢酸ビ
ニル共重合体のＪＩＳ－Ｋ７２１０により測定されるメルトフローレート（ＭＦＲ）は、
０．０１～５０ｇ／１０分が好ましく、０．１～４０ｇ／１０分がより好ましく、０．２
～３０ｇ／１０分が更に好ましく、０．３～２０ｇ／１０分が特に好ましく、０．５～１
５ｇ／１０分が最も好ましい。該ＭＦＲを上述の範囲に設定することにより、Ａ層の表面
の算術平均粗さＲａを調整し易くなり、また、成形時（製膜時）のフィルムの蛇行及び成
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形機への負荷を減らすことができるため成形性を高めることができる。
【００３４】
　上記エチレン－酢酸ビニル共重合体のＪＩＳ　Ｋ７１１２により測定される密度は、０
．９１０～０．９４０ｇ／ｃｍ３が好ましく、０．９２０～０．９３５ｇ／ｃｍ３がより
好ましい。該密度を好ましい範囲に設定することにより、農業用フィルムの透明性が確保
し易いとともに、表面のべたつきを減らしてブロッキングを抑制し易くなる。
【００３５】
　上記エチレン－酢酸ビニル共重合体は、酢酸ビニル含有量が１～５０質量％の範囲が好
ましく、１～３０質量％の範囲がより好ましく、２～２０質量％の範囲が更に好ましく、
３～１５質量％の範囲が特に好ましい。該酢酸ビニル含有量を好ましい範囲に設定するこ
とにより、農業用フィルムの硬さを好適化することができるため、ハウスへの展張時にシ
ワや弛みの発生を効果的に抑制することができる。また、夏季の高温下でも農業用フィル
ムの弛みを抑制することができるため、弛みによるバタツキやハウス構造体との擦れ等に
よる破れを抑制し易くなる。
【００３６】
　上記ポリオレフィン系樹脂は、１種単独で用いてもよいし、２種以上を混合して用いて
もよい。
【００３７】
　Ａ層は、ＪＩＳ－Ｋ７２１０により測定されるメルトフローレートが異なる２種以上の
ポリオレフィン系樹脂を含有することが好ましい。当該構成とすることにより、Ａ層の表
面の算術平均粗さＲａを調整し易くなる。
【００３８】
　Ａ層が、ＪＩＳ－Ｋ７２１０により測定されるメルトフローレートが異なる２種以上の
ポリオレフィン系樹脂を含有する場合、上記ポリオレフィン系樹脂は、エチレン－酢酸ビ
ニル共重合体、低密度ポリエチレン及び直鎖状低密度ポリエチレンからなる群より選択さ
れる少なくとも１種であることが好ましく、エチレン－酢酸ビニル共重合体及び直鎖状低
密度ポリエチレンから選択される少なくとも１種であることがより好ましい。当該構成と
することにより、Ａ層の表面の算術平均粗さＲａをより一層調整し易くなる。
【００３９】
　上記ポリオレフィン系樹脂が直鎖状低密度ポリエチレンである場合、当該直鎖状低密度
ポリエチレンは、ＪＩＳ－Ｋ７２１０により測定されるメルトフローレートが１．７ｇ／
１０分以上の直鎖状低密度ポリエチレン（ｉ）と、メルトフローレートが１．７ｇ／１０
分未満の直鎖状低密度ポリエチレン（ｉｉ）とを含むことが好ましい。当該構成とするこ
とにより、Ａ層の表面の算術平均粗さＲａをより一層調整し易くなる。
【００４０】
　上記直鎖状低密度ポリエチレン（ｉ）のメルトフローレートの上限は特に限定されず、
５０ｇ／１０分が好ましく、４０ｇ／１０分がより好ましく、３０ｇ／１０分が更に好ま
しく、２０ｇ／１０分が特に好ましい。また、上記直鎖状低密度ポリエチレン（ｉｉ）の
メルトフローレートの下限は特に限定されず、０．０１ｇ／１０分が好ましく、０．５ｇ
／１０分がより好ましく、１．０ｇ／１０分が更に好ましい。
【００４１】
　上記ポリオレフィン系樹脂がエチレン－酢酸ビニル共重合体である場合、当該エチレン
－酢酸ビニル共重合体は、ＪＩＳ－Ｋ７２１０により測定されるメルトフローレートが５
．０ｇ／１０分以上のエチレン－酢酸ビニル共重合体（ｉ）と、メルトフローレートが５
．０ｇ／１０分未満のエチレン－酢酸ビニル共重合体（ｉｉ）とを含むことが好ましい。
当該構成とすることにより、Ａ層の表面の算術平均粗さＲａをより一層調整し易くなる。
【００４２】
　上記エチレン－酢酸ビニル共重合体（ｉ）のメルトフローレートの上限は特に限定され
ず、５０ｇ／１０分が好ましく、４０ｇ／１０分がより好ましく、３０ｇ／１０分が更に
好ましく、２０ｇ／１０分が特に好ましい。また、上記エチレン－酢酸ビニル共重合体（
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ｉｉ）のメルトフローレートの下限は特に限定されず、０．０１ｇ／１０分が好ましく、
０．５ｇ／１０分がより好ましく、１．０ｇ／１０分が更に好ましい。
【００４３】
　Ａ層中のポリオレフィン系樹脂の含有量は、９０～１００質量％が好ましく、９５～９
９質量％がより好ましい。Ａ層中のポリオレフィン系樹脂の含有量を上記範囲とすること
により、本発明の農業用フィルムの冬場の結露時の光線透過量がより一層多くなり、太陽
光が弱い冬場であっても太陽光線がより一層透過する。
【００４４】
　Ａ層は、紫外線吸収剤を含んでいてもよい。紫外線吸収剤としては特に限定されず、従
来公知のものを用いることができ、例えば、トリアジン系紫外線吸収剤、ベンゾトリアゾ
ール系紫外線吸収剤、ベンゾフェノール系紫外線吸収剤が挙げられる。
【００４５】
　上記紫外線吸収剤は、１種単独で用いてもよいし、２種以上を混合して用いてもよい。
【００４６】
　紫外線吸収剤の含有量は、Ａ層に含まれるポリオレフィン系樹脂１００質量部に対して
１～１０質量部が好ましく、０．１～１質量部がより好ましい。該含有量を好ましい範囲
に設定することにより、農業用フィルムが紫外線抑制効果をより一層発揮できるとともに
紫外線吸収剤のブリードアウトを抑制することができる。
【００４７】
　Ａ層は、ピペリジン環の窒素原子に直接又は酸素原子を介して有機基又は有機の官能基
が結合したヒンダードアミン系光安定剤を含んでいてもよい（なお、当該ヒンダードアミ
ン系光安定剤はＡ層だけでなく、Ａ層、Ｂ層及びＣ層の少なくとも１層に含めることがで
き、特にＡ層、Ｂ層及びＣ層の全層に含めることが好ましい。）。なお、前記有機基はそ
れ自体で反応性の少ない、例えばメチル基などを意味し、前記有機の官能基はそれ自体で
反応性を有する官能基を意味する。
【００４８】
　このようなヒンダードアミン系光安定剤としては、いわゆるＮＲ型ヒンダードアミン系
光安定剤や、ＮＯＲ型ヒンダードアミン系光安定剤が挙げられる。なお、ＮＲ型ヒンダー
ドアミン系光安定剤とは、ヒンダードアミン系光安定剤のうち、ピペリジン環の窒素原子
に炭素原子が直接結合しているものをいい、ＮＯＲ型ヒンダードアミン系光安定剤とは、
ヒンダードアミン系光安定剤のうち、ピペリジン環の窒素原子に、酸素原子を介して炭素
原子が結合しているものをいう。
【００４９】
　上記ＮＲ型ヒンダードアミン系光安定剤としては特に限定されず、従来公知のものを用
いることができる。例えば、下記式（１）で表されるピペリジン環構造を、分子中に１又
は２以上有するＮＲ型ヒンダードアミンが挙げられる。
【００５０】
【化１】

【００５１】
　ここで、式（１）中、Ｒ１は、ピペリジン環窒素原子に炭素原子が直接結合している有
機基、又は有機の官能基である。
【００５２】
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　上記ピペリジン環窒素原子に炭素原子が直接結合している有機基又は有機の官能基とし
ては、例えば、ピペリジン環窒素原子に炭素原子が直接結合している、炭素数が１以上で
且つ少なくとも１以上のメチル基又はメチレン基を含む官能基又は化合物が挙げられる。
炭素数が１以上で且つ少なくとも１以上のメチル基又はメチレン基を含む化合物としては
、例えばアルキル基が挙げられ、オリゴマーやポリマーも含む。
【００５３】
　上記ＮＲ型ヒンダードアミン系光安定剤としては、具体的には、例えば、下記式（２）
～（１０）で表されるものが挙げられる。
【００５４】
【化２】

【００５５】
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　ここで、式（１０）中、ｎは重合度（繰り返し単位の数）を示す自然数である。
【００５８】
　上記ＮＲ型ヒンダードアミン系光安定剤としては、上記式（１０）で表されるものを用
いることが好ましい。
【００５９】
　上記式（１０）で表されるＮＲ型ヒンダードアミン系光安定剤の市販品としては、例え
ば、ＢＡＳＦ社製　商品名「ＴＩＮＵＶＩＮ　６２２」等が挙げられる。
【００６０】
　上記ＮＲ型ヒンダードアミン系光安定剤の分子量は、１０００以上が好ましく、２００
０以上がより好ましい。該分子量は好ましい範囲に設定することにより、ＮＲ型ヒンダー
ドアミン系光安定剤のブリードアウトを抑制し易くなる。なお、上記分子量の上限は特に
限定されないが、５０００程度である。
【００６１】
　上記ＮＯＲ型ヒンダードアミン系光安定剤としては特に限定されず、従来公知のものを
用いることができる。例えば、下記式（１１）で表されるピペリジン環構造を、分子中に
１又は２以上有するＮＯＲ型ヒンダードアミンが挙げられる。
【００６２】
【化３】

【００６３】
　ここで、式（１１）中、Ｒ２は有機基、又は有機の官能基である。
【００６４】
　上記有機基、又は有機の官能基としては、例えば、炭素数が１以上で且つ少なくとも１
以上のメチル基又はメチレン基を含む官能基又は化合物を表す。炭素数が１以上で且つ少
なくとも１以上のメチル基又はメチレン基を含む化合物は、オリゴマーやポリマーも含む
。具体的には、Ｒ２としては、例えば、プロピル基等のアルキル基が挙げられる。
【００６５】
　上記ＮＯＲ型ヒンダードアミン系光安定剤としては、具体的には、例えば、下記式（１
２）で表されるものが挙げられる。
【００６６】
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【００６７】
　上記式（１２）で表されるＮＯＲ型ヒンダードアミン系光安定剤の市販品としては、例
えば、ＢＡＳＦ社製　商品名「ＴＩＮＵＶＩＮ　１２３」等が挙げられる。また、他のＮ
ＯＲ型ヒンダードアミン系光安定剤の市販品としては、例えば、ＢＡＳＦ社製　商品名「
ＴＩＮＵＶＩＮ　ＮＯＲ　３７１」、株式会社ＡＤＥＫＡ製　商品名「ＬＡ－８１」、ク
ラリアントジャパン社製　商品名「Ｈｏｓｔａｖｉｎ　ＮＯＷ」が挙げられる。
【００６８】
　上記ＮＯＲ型ヒンダードアミン系光安定剤の分子量は、１０００以上が好ましく、２０
００以上がより好ましい。該分子量は好ましい範囲に設定することにより、ＮＯＲ型ヒン
ダードアミン系光安定剤のブリードアウトを抑制し易くなる。なお、上記分子量の上限は
特に限定されないが、５０００程度である。
【００６９】
　Ａ層は、更に、ピペリジン環の窒素原子に直接水素原子が結合したヒンダードアミン系
光安定剤（いわゆるＮＨ型ヒンダードアミン系光安定剤）を含んでいてもよい（なお、当
該ヒンダードアミン系光安定剤はＡ層だけでなく、Ａ層、Ｂ層及びＣ層の少なくとも１層
に含めることができ、特にＡ層、Ｂ層及びＣ層の全層に含めることが好ましい。）。当該
ヒンダードアミン系光安定剤を含むことにより、本発明の農業用フィルムがより耐候性に
優れる。
【００７０】
　ＮＨ型ヒンダードアミン系光安定剤としては特に限定されず、従来公知のものを用いる
ことができる。例えば、下記式（１３）で表されるピペリジン環構造を、分子中に１又は
２以上有するＮＨ型ヒンダードアミンが挙げられる。
【００７１】
【化５】

【００７２】
　上記ＮＨ型ヒンダードアミン系光安定剤としては、具体的には、例えば、下記式（１４
）～（１７）で表されるものが挙げられる。
【００７３】
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　式（１４）中、Ｒ３は、ｔｅｒｔ－オクチル基であり、ｎは重合度を示す自然数である
。
【００７５】
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【化７】

【００７６】
　上記ＮＨ型ヒンダードアミン系光安定剤としては、上記式（１４）で表されるものを用
いることが好ましい。
【００７７】
　上記式（１４）で表されるＮＨ型ヒンダードアミン系光安定剤の市販品としては、例え
ば、ＢＡＳＦ社製　商品名「ＣＨＩＭＡＳＳＯＲＢ　９４４」等が挙げられる。
【００７８】
　上記ＮＨ型ヒンダードアミン系光安定剤の分子量は、１０００以上が好ましく、２００
０以上がより好ましい。該分子量は好ましい範囲に設定することにより、ＮＨ型ヒンダー
ドアミン系光安定剤のブリードアウトを抑制し易くなる。なお、上記分子量の上限は特に
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限定されないが、５０００程度である。
【００７９】
　上記ヒンダードアミン系光安定剤は、ＮＲ型ヒンダードアミン系光安定剤及びＮＨ型ヒ
ンダードアミン系光安定剤を含むことが好ましい。このようなヒンダードアミン系光安定
剤を用いることで、本発明の農業用フィルムが初期紫外線劣化抑制効果に優れ、且つ、紫
外線劣化抑制効果の長期持続性に優れる。ＮＲ型ヒンダードアミン系光安定剤及びＮＨ型
ヒンダードアミン系光安定剤を含むヒンダードアミン系光安定剤（ＮＲ－ＮＨ混合型ヒン
ダードアミン系光安定剤）としては、例えば、ＢＡＳＦ社製　商品名「ＴＩＮＵＶＩＮ　
６２２」とＢＡＳＦ社製　商品名「ＣＨＩＭＡＳＳＯＲＢ　９４４」との混合物であるＢ
ＡＳＦ社製　商品名「ＴＩＮＵＶＩＮ　７８３」などが挙げられる。
【００８０】
　Ａ層が上記ヒンダードアミン系光安定剤を含有する場合の含有量は、Ａ層に含まれるポ
リオレフィン系樹脂１００質量部に対して０．１～３質量部が好ましく、０．２～２質量
部がより好ましく、０．３～１質量部が更に好ましい。該含有量を好ましい範囲に設定す
ることにより、農業用フィルムがより一層良好な耐候性を示すことができる。
【００８１】
　Ａ層は、本発明の効果を損なわない範囲内であれば、酸化防止剤、熱安定剤、滑剤、帯
電防止剤、着色剤、アンチブロッキング剤、防霧剤等の他の添加剤を含んでいてもよい。
【００８２】
　Ａ層は、無機保温剤等の無機粒子を含有していてもよいが、無機粒子を含有しないこと
が好ましい。Ａ層が無機粒子を含有しないことにより、本発明の農業用フィルムの冬場の
結露時の光線透過量がより一層多くなり、太陽光が弱い冬場であっても太陽光線がより一
層透過する。
【００８３】
　（Ｂ層）
　本発明の農業用フィルムは、Ａ層の表面とは反対側の面に、Ｂ層を有していてもよい。
Ｂ層は、ポリオレフィン系樹脂を含む単層又は複数の層からなり、少なくとも１層に無機
保温剤を含むことが好ましい。
【００８４】
　Ｂ層に含まれるポリオレフィン系樹脂としては特に限定されず、上記Ａ層に使用できる
ポリオレフィン系樹脂と同一のものを用いることができる。Ｂ層に含まれるポリオレフィ
ン系樹脂は、農業用フィルムがより一層柔軟になり、展張作業がより一層し易くなる点で
、エチレン－酢酸ビニル共重合体が好ましい。
【００８５】
　Ｂ層は、上記ポリオレフィン系樹脂を含む単層又は複数の層からなる。Ｂ層の層数は特
に限定されないが、１～３層であることが好ましく、１層であることがより好ましい。
【００８６】
　本発明の農業用フィルムのＢ層を構成する少なくとも１層には、無機保温剤を含有して
いてもよい。
【００８７】
　上記無機保温剤としては、特に限定されないが、例えば、タルク、ハイドロタルサイト
類、マグネシウムアルミニウム系複合水酸化物、リチウムアルミニウム系複合水酸化物、
その他複合水酸化物（アルカリ金属、アルカリ土類金属、遷移金属、２Ｂ族元素、珪素以
上の４Ｂ族元素から選ばれる少なくとも２種以上の元素を有する水酸化物）等が挙げられ
る。これらは単独で使用しても２種以上併用してもよい。中でも、マグネシウムアルミニ
ウム系複合水酸化物を用いることが好ましい。上記無機保温剤を含有することで、得られ
る農業用フィルムの保温性が向上し、フィルム成形時の押出変動を改善することができる
。ここで、押出変動とは、例えば、防曇剤（例えば高級脂肪酸エステル類）等を練り込ん
だフィルムを押出成膜する場合に低融点の防曇剤が多く練り込まれていると押出機内でス
リップしてしまい樹脂組成物が押し出しにくくなるような現象をいう。
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【００８８】
　Ｂ層中の無機保温剤の含有量は、Ｂ層に含まれるポリオレフィン系樹脂１００質量部に
対して１～２０質量部であることが好ましく、５～１５質量部であることがより好ましい
。該含有量を好ましい範囲に設定することにより、農業用フィルムに良好な保温性を付与
し易いことに加えて、押出成形による製膜時の押出変動改善効果が十分に得られ易い。
【００８９】
　Ｂ層は、ピペリジン環の窒素原子に直接又は酸素原子を介して有機基又は有機の官能基
が結合したヒンダードアミン系光安定剤を含んでいてもよい。当該ヒンダードアミン系光
安定剤を含むことにより、本発明の農業用フィルムが、より一層耐候性に優れる。
【００９０】
　Ｂ層に含まれるピペリジン環の窒素原子に直接又は酸素原子を介して有機基又は有機の
官能基が結合したヒンダードアミン系光安定剤としては特に限定されず、上記Ａ層に使用
できるものと同一のものを用いることができる。
【００９１】
　Ｂ層は、更にピペリジン環の窒素原子に水素原子が直接結合したヒンダードアミン系光
安定剤を含んでいてもよい。当該ヒンダードアミン系光安定剤を含むことにより、本発明
の農業用フィルムが、より一層耐候性に優れる。
【００９２】
　Ｂ層に含まれるピペリジン環の窒素原子に水素原子が直接結合したヒンダードアミン系
光安定剤としては特に限定されず、上記Ａ層に使用できるものと同一のものを用いること
ができる。
【００９３】
　Ｂ層が複数の層からなる場合、ピペリジン環の窒素原子に水素原子が結合したヒンダー
ドアミン系光安定剤は、上記ピペリジン環の窒素原子に直接又は酸素原子を介して有機基
又は有機の官能基が結合したヒンダードアミン系光安定剤と同一の層に含まれていてもよ
いし、異なる層に含まれていてもよい。同一層内でヒンダードアミン系光安定剤の濃度が
高くなることに起因する押出効果により生じる、ヒンダードアミン系光安定剤のブリード
アウトを抑制することができる点から、上記ピペリジン環の窒素原子に水素原子が結合し
たヒンダードアミン系光安定剤は、ピペリジン環の窒素原子に直接又は酸素原子を介して
有機基又は有機の官能基が結合したヒンダードアミン系光安定剤とは異なる層に含まれる
ことが好ましい。
【００９４】
　Ｂ層は、前述の通り、本発明の効果を損なわない範囲であれば、ピペリジン環の窒素原
子に直接又は酸素原子を介して有機基又は有機の官能基が結合したヒンダードアミン系光
安定剤及び／又はピペリジン環の窒素原子に水素原子が直接結合したヒンダードアミン系
光安定剤を含有していてもよい。それらの種類及び含有量については、Ａ層における説明
と基本的に同じである。Ｂ層に含まれるヒンダードアミン光安定剤の含有量については、
Ｂ層が複数の層からなる場合であっても当該Ｂ層（Ｂ層全体）に含まれるポリオレフィン
系樹脂１００質量部に対する質量部を意味する。
【００９５】
　Ｂ層は、本発明の効果を損なわない範囲内であれば、酸化防止剤、熱安定剤、滑剤、帯
電防止剤、着色剤、アンチブロッキング剤、防曇剤、防霧剤等の他の添加剤を含んでいて
もよい。
【００９６】
　（Ｃ層）
　本発明の農業用フィルムは、Ｂ層の面のうち、Ａ層が積層される面とは反対側の面に、
Ｃ層を有していてもよい。Ｃ層は、ポリオレフィン系樹脂を含むことが好ましい。
【００９７】
　Ｃ層に含まれるポリオレフィン系樹脂としては特に限定されず、上記Ａ層に使用できる
ポリオレフィン系樹脂と同一のものを用いることができる。
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【００９８】
　Ｃ層は、ピペリジン環の窒素原子に直接又は酸素原子を介して有機基又は有機の官能基
が結合したヒンダードアミン系光安定剤を含んでいてもよい。当該ヒンダードアミン系光
安定剤を含むことにより、本発明の農業用フィルムが、より耐候性に優れる。
【００９９】
　Ｃ層に含まれるピペリジン環の窒素原子に直接又は酸素原子を介して有機基又は有機の
官能基が結合したヒンダードアミン系光安定剤としては特に限定されず、上記Ａ層に使用
できるものと同一のものを用いることができる。
【０１００】
　Ｃ層は、更にピペリジン環の窒素原子に直接水素原子が結合したヒンダードアミン系光
安定剤を含んでいてもよい。当該ヒンダードアミン系光安定剤を含むことにより、本発明
の農業用フィルムが、より耐候性に優れる。Ｃ層に含まれるピペリジン環の窒素原子に直
接水素原子が結合したヒンダードアミン系光安定剤としては特に限定されず、上記Ａ層に
使用できるものと同一のものを用いることができる。
【０１０１】
　Ｃ層は、前述の通り、本発明の効果を損なわない範囲であれば、ピペリジン環の窒素原
子に直接又は酸素原子を介して有機基又は有機の官能基が結合したヒンダードアミン系光
安定剤及び／又はピペリジン環の窒素原子に水素原子が直接結合したヒンダードアミン系
光安定剤を含有していてもよい。それらの種類及び含有量については、Ａ層における説明
と同じである。
【０１０２】
　Ｃ層は、本発明の効果を損なわない範囲内であれば、無機保温剤、酸化防止剤、熱安定
剤、滑剤、帯電防止剤、着色剤、アンチブロッキング剤、防曇剤、防霧剤等の他の添加剤
を含んでいてもよい。
【０１０３】
　上記無機保温剤としては、特に限定されないが、例えば、タルク、ハイドロタルサイト
類、マグネシウムアルミニウム系複合水酸化物、リチウムアルミニウム系複合水酸化物、
その他複合水酸化物（アルカリ金属、アルカリ土類金属、遷移金属、２Ｂ族元素、珪素以
上の４Ｂ族元素から選ばれる少なくとも２種以上の元素を有する水酸化物）等が挙げられ
る。これらは単独で使用しても２種以上併用してもよい。中でも、マグネシウムアルミニ
ウム系複合水酸化物を用いることが好ましい。無機保温剤を含有することで、得られる農
業用フィルムの保温性が向上するとともに、フィルム成形時の押出変動を改善することが
できる。樹脂組成物に無機保温剤が含まれていると押出変動が抑制される効果が得られる
。
【０１０４】
　本発明の農業用フィルムが無機保温剤を含有する場合、当該無機保温剤の含有量は、ポ
リオレフィン系樹脂１００質量部に対して１～１０質量部であることが好ましく、３～８
質量部であることがより好ましい。該含有量を好ましい範囲に設定することにより、農業
用フィルムに良好な保温性を付与し易いことに加えて、押出成形による製膜時の押出変動
改善効果が十分に得られ易い。
【０１０５】
　本発明の農業用フィルムが上記ヒンダードアミン系光安定剤を含有する場合、当該ヒン
ダードアミン系光安定剤の含有量は、ポリオレフィン系樹脂１００質量部に対して０．１
～１０質量部であることが好ましく、０．２～５質量部がより好ましく、０．３～３質量
部が更に好ましい。該含有量を好ましい範囲に設定することにより、農業用フィルムの良
好な耐候性を確保できることに加えて、光安定剤の含有量が適切な範囲であることで農業
用フィルムに含まれる紫外線吸収剤のブリードアウトを抑制することができる。
【０１０６】
　本発明の農業用フィルムは、乾燥時のヘイズ値（Ｈｚｄ）が２０～５０％であることが
好ましく、２５～４５％であることがより好ましい。乾燥時のヘイズ値が上記範囲である
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ことにより、夏場の乾燥時に光線透過量をより一層抑制することができ、栽培物の葉焼け
をより一層抑制することができる。
【０１０７】
　なお、本明細書において、上記乾燥時のヘイズ値は、本発明の農業用フィルムのＡ層の
上記算術平均粗さＲａを示す面から、ＪＩＳ　Ｋ７１３６に準拠して、［プラスチック－
透明材料のヘーズの求め方］に従ってヘイズメーターを使用して測定した値である。
【０１０８】
　本発明の農業用フィルムは、結露時のヘイズ値（Ｈｚｄ）が２０％未満であることが好
ましく、１５％以下であることがより好ましい。乾燥時のヘイズ値が上記範囲であること
により、冬場の結露時に光線透過量がより一層多くなり、太陽光が弱い冬場であっても太
陽光線がより一層透過する。また、上記結露時のヘイズ値の下限は特に限定されず、１％
が好ましく、５％がより好ましく、１０％が更に好ましい。
【０１０９】
　なお、本明細書において、上記結露時のヘイズ値の測定方法は、以下の通りである。す
なわち、結露時を想定して、本発明の農業用フィルムのＡ層の上記算術平均粗さＲａを示
す面から流動パラフィンを滴下し、ガラス板を被せて結露時のヘイズ値の測定用試料を調
製する。測定用試料のガラス板の方向から、ＪＩＳ　Ｋ７１３６に準拠して、［プラスチ
ック－透明材料のヘーズの求め方］に従って測定用試料のヘイズ値をヘイズメーターを使
用して測定する。
【０１１０】
　本発明の農業用フィルムは、乾燥時のヘイズ値（Ｈｚｄ）と結露時のヘイズ値（Ｈｚｗ
）との差（Ｈｚｄ－Ｈｚｗ）が１０％以上であることが好ましく、１５％以上であること
がより好ましく、２０％以上であることが更に好ましい。乾燥時のヘイズ値と結露時のヘ
イズ値との差が上記範囲であることにより、夏場の乾燥時に光線透過量が抑制されており
、栽培物の葉焼けを抑制することができ、且つ、冬場の結露時に光線透過量が多く、太陽
光が弱い冬場であっても太陽光線が十分に透過するので、農業用作物の栽培に好適に用い
ることができるという本発明の効果をより一層効率よく発揮することができる。乾燥時の
ヘイズ値と結露時のヘイズ値との差の上限は特に限定されず、５０％が好ましく、４５％
がより好ましく、４０％が更に好ましく、３０％が特に好ましい。
【０１１１】
　本発明の農業用フィルムがＡ層、Ｂ層及びＣ層をこの順に有する場合の層構成の一例を
示す断面図を図１に示す。本発明の農業用フィルムをハウス栽培やトンネル栽培に用いる
際は、Ａ層がハウス等の内側となるようにして用いることにより、夏場の乾燥時に光線透
過量が抑制されており、栽培物の葉焼けを抑制することができ、且つ、冬場の結露時に光
線透過量が多く、太陽光が弱い冬場であっても太陽光線が十分に透過するので、農業用作
物の栽培に好適に用いることができるという本発明の効果をより一層効率よく発揮するこ
とができる。
【０１１２】
　本発明の農業用フィルムの厚みは特に限定されないが、３０～３００μｍが好ましく、
４０～２００μｍがより好ましく、５０～１５０μｍが更に好ましい。該厚みを好ましい
範囲に設定することにより、農業用フィルムが適度なコシを有し、良好な取扱い性と施工
性が得られ易くなる。
【０１１３】
　本発明の農業用フィルムを構成する各層の厚み比は、Ａ層：Ｂ層：Ｃ層＝１：１：１～
１：６：１であることが好ましく、１：２：１～１：４：１がより好ましい。
【０１１４】
　本発明は、また、上記農業用フィルムを有する農業用ハウス、農業用カーテン又は農業
用トンネルでもある。上記農業用フィルムを、Ａ層の上記算術平均粗さＲａを示す表面を
内側にして農業用ハウス、農業用カーテン又は農業用トンネルに展張することで、夏場の
乾燥時に光線透過量が抑制されており、栽培物の葉焼けを抑制することができ、且つ、冬
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場の結露時に光線透過量が多く、太陽光が弱い冬場であっても太陽光線が十分に透過する
ので、本発明の農業用ハウス、農業用カーテン又は農業用トンネルは、農業用作物の栽培
に好適である。
【実施例】
【０１１５】
　以下、本発明の実施例について説明する。本発明は、下記の実施例に限定されない。
【０１１６】
　実施例１～７、比較例１～４
　３層押出機のそれぞれの押出機内に、Ａ層、Ｂ層、及びＣ層の各層が表１に記載の配合
となるようにポリオレフィン系樹脂１００質量部に対して、光安定剤、防曇剤及びマグネ
シウムアルミニウム系複合水酸化物を投入し、溶融混練した。
【０１１７】
　なお、表１で用いられる各原料は、表２に示すものを用いた。
【０１１８】
　Ａ層、Ｂ層、及びＣ層の各層の厚さがＡ層：Ｂ層：Ｃ層＝１：３：１（厚み比２０：６
０：２０）になるようインフレーション法で３層を共押出しし、厚さ１５０μｍの農業用
フィルムを得た。
【０１１９】
　得られた実施例及び比較例の農業用フィルムについて、以下の評価を行った。
【０１２０】
　＜Ａ層の表面の算術平均粗さＲａ＞
　ＪＩＳ　Ｂ０６０１：２０１３に準拠した測定方法によりＡ層の表面（Ｂ層が積層され
ている面とは反対側の面）の算術平均粗さＲａを測定した。
【０１２１】
　＜乾燥時のヘイズ値（Ｈｚｄ）＞
　Ａ層の表面から、ＪＩＳ　Ｋ７１３６に準拠して、［プラスチック－透明材料のヘーズ
の求め方］に従って乾燥時の農業用フィルムのヘイズ値をヘイズメーターを使用して測定
した。
【０１２２】
　＜結露時のヘイズ値（Ｈｚｗ）＞
　結露時を想定して、農業用フィルムのＡ層の上記算術平均粗さＲａを示す面から流動パ
ラフィンを滴下し、ガラス板を被せて結露時のヘイズ値の測定用試料を調製した。測定用
試料のガラス板の方向から、ＪＩＳ　Ｋ７１３６に準拠して、［プラスチック－透明材料
のヘーズの求め方］に従って測定用試料のヘイズ値をヘイズメーターを使用して測定した
。
【０１２３】
　＜乾燥時のヘイズ値と結露時のヘイズ値との差（Ｈｚｄ－Ｈｚｗ）＞
　上記方法により測定された乾燥時のヘイズ値と結露時のヘイズ値との差を、下記式に基
づいて算出した。
（Ｈｚｄ－Ｈｚｗ）（％）＝［乾燥時のヘイズ値（Ｈｚｄ）－結露時のヘイズ値（Ｈｚｗ
）］
【０１２４】
　＜葉焼け防止性＞
　稲の葉に、白熱灯照射ランプを用い、１２０Ｗ、１２時間、稲と白熱灯の距離５０ｃｍ
の条件で白熱灯を照射した。白熱灯照射後の葉の状態を目視により観察し、下記評価基準
に従って評価した。なお、△評価以上であれば、実使用において問題ないと評価される。
○：葉焼けが全く、又は、殆ど見られない。
△：葉焼けがやや見られるが、問題のない程度である。
×：葉焼けが強く発生している。
【０１２５】
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　＜トンネル内部又はハウス内部視認性＞
　結露時のトンネル内部又はハウス内部の視認性を想定して、視認性を評価した。具体的
には、結露時の農業用フィルムの視認性を目視により観察し、下記評価基準に従って評価
した。なお、△評価以上であれば、実使用において問題ないと評価される。
○：内部の栽培作物がはっきりと視認できる。
△：内部の栽培作物の輪郭がややぼやけるが、視認できる。
×：内部の栽培作物がぼやけて視認できない。
【０１２６】
　＜トンネル内部又はハウス内部保温性＞
　分光放射計（英弘精機株式会社製：型番ＭＳ－７２０）から５０ｃｍ離れた位置に１２
０Ｗの白熱灯を設置した。分光放射計と白熱灯との間に、分光放射計から２０ｃｍの位置
に農業用フィルムを設置し、波長１０５０ｎｍでの光の放射量（強度）Ａ１を測定した。
また、フィルムを設置しない場合の波長１０５０ｎｍでの光の放射量（強度）Ａ０を測定
した。下記式に従って放射量比率を算出し、下記評価基準に従って評価した。
（放射量比率）（％）＝［Ａ１／Ａ０］×１００
なお、△評価以上であれば、実使用において問題ないと評価される。
○：放射量比率が９５％以上である。
△：放射量比率が９０％以上９５％未満である。
×：放射量比率が９０％未満である。
【０１２７】
　結果を表１に示す。
【０１２８】
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【表１】

【０１２９】
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【表２】

【０１３０】
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　なお、表２において、ＭＦＲは、ＪＩＳ Ｋ－７２１０に準拠して温度１９０℃、荷重
２１．１８Ｎの条件で測定された値である。
【符号の説明】
【０１３１】
１…農業用フィルム
２…Ａ層
３…Ｂ層
４…Ｃ層

【図１】
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